別紙様式第１号（規格A４）（第２条関係）
	
	年　　　　月　　　　日

	県営住宅入居申込書

	群馬県知事（群馬県住宅供給公社 理事長）　宛て
私は、群馬県県営住宅管理条例に基づく県営住宅に入居したいので、申し込みます。
なお、この申込書の記載内容が事実と相違するとき、又は申込者（現に入居し、又は同居しようとする親族を含む。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であるときは、入居予定者の選定を取り消されても異議ないことを誓約いたします。
また、入居承認の上は、申込者（同居する者を含む。）が暴力団員であることが判明したときは、速やかに県営住宅を明け渡すことを誓約します。
暴力団員であるか否かの確認のため、群馬県警察本部に照会がなされることに同意します。

	申込団地
	
	住宅コード
※抽選の場合
	
	※住宅コードは「住宅コード表」の住宅コードを記入してください。

	申込者
	電話番号
	※平日の日中に連絡のつく番号

　　　　　―　　　　　　　　―
	　　　
電話番号②
	※その他の連絡先　（代理人の場合は氏名・申請者との関係を記入してください。）

　—　　　　　　　―　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	現住所
	※建物名・部屋番号まで必ず記入してください。

	　
	
	
	－
	
	
	
	




	
	勤務先の
名称
	


	


勤務先の
所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　


電話（　　　　　　―　　　　　　　―　　　　　　　）

	
	続　柄
	フリガナ
氏　　　名
	生年月日
	

職　　　業
	左記の開始年月
（就職・開業・退職等）

	
	本　人
	
	
　　年　　　月　　　日

満（　　　　　　　歳）　
	会社員 ・ パート ・　アルバイト
自営業 ・ 年金受給者　・ 無職
学生（小・中・高・専・大　  学年）
その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	年　　　月

	
	
	
	
	
	

	県営住宅に同居する親族
	
	
	
年　　　月　　　日

満（　　　　　　　歳）　
	会社員 ・ パート ・　アルバイト
自営業 ・ 年金受給者　・ 無職
学生（小・中・高・専・大　  学年）
その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	年　　　月

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
年　　　月　　　日

満（　　　　　　　歳）　
	会社員 ・ パート ・アルバイト
自営業 ・ 年金受給者　・ 無職
学生（小・中・高・専・大　  学年）
その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	年　　　月
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　年　　　月　　　日

満（　　　　　　　歳）　
	会社員 ・ パート ・アルバイト
自営業 ・ 年金受給者　・ 無職
学生（小・中・高・専・大　  学年）
その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	年　　　月

	
	
	
	
	
	

	別居扶養親族の人数
※申込者または同居者の扶養親族で県営住宅に入居しない方がいる場合
扶養されている方が確認できる書類（氏名・生年月日等）を添付してください。
	　　　　　　　人
	※外国人の方は申込者・同居者全員の在留カードの写し
（両面）を添付してください。


優遇資格のある方（裏面を読み、該当する方は〇で囲んでください。間違いがあると失格する場合があります。）
	1
	高齢者　 　　　　　　　　　（裏面別記１）
	②
	障害者(身体･精神･知的　　　級)
・難病患者等・戦傷病者　　　　（裏面別記2）
	③
	ひとり親(非婚・離婚成立・死別)
子の親権(有･無) 　　　　　 （裏面別記３）

	④
	子育て　　　　　 　　　　（裏面別記4）
	⑤
	未来づくりパートナー　　　　　（裏面別記5）　
	⑥
	生活保護　　 　　　　　　（裏面別記６）

	⑦
	原爆被爆者又は永住帰国者(引揚者)
  （裏面別記7）
	⑧
	支援対象避難者 　　　 （裏面別記8）
	⑨
	ハンセン病療養 　　　 （裏面別記9）

	⑩
	DV被害者　　　　　　 （裏面別記10）
	⑪
	犯罪被害者　　　　　　 （裏面別記11）
	⑫
	落選5回以上　　　　　（裏面別記１２）


住宅に困っている状況（該当するすべての事項に◯をつけてください。）
	①
	部屋がせまい
	②
	家賃が高い
	③
	通勤時間に片道２時間以上かかる

	④
	結婚後の住居がない
	⑤
	住宅でない建物に居住
	⑥
	他の世帯と同居（親子等は除く）

	⑦
	正当な立退要求を受けている
	⑧
	その他（
	
	）


現在住んでいる住宅
	①
	県営住宅
	②
	公社・特賃住宅
	③
	市町村営住宅
	④
	民間の賃貸住宅

	⑤
	社宅・寮
	⑥
	家族と同居
	⑦
	その他（
	
	）


[bookmark: _Hlk228172637]「優遇資格のある方」欄の記入にあたっては、次の事項をよくお読みになってお間違いのないようにしてください。
なお、記入した項目に該当しない場合は、申込みが無効となりますのでご注意ください。

別記　１　申込者本人が60歳以上（申込日時点）であり、次のいずれかに該当する方
（1） 　単身で入居する方
（2） 　同居者が配偶者（内縁及び婚約者を含む）だけの方
（3） 　同居者が配偶者と満60歳以上（一親等の血族又は姻族）だけの方
（4） 　同居者のすべてが満60歳以上（一親等の血族又は姻族）だけの方
別記　２　申込者本人又は同居親族の1人以上が次のいずれかに該当する方
（1） 　身体障がい者手帳の交付を受けている1級～4級の障がい者
（2） 　精神障がい者福祉手帳の交付を受けている1級又は2級の障がい者
（3） 　重度の知的障がい者（療育手帳の障がいの程度がA重・A中・A1・A2・A3・B1 の方）
（4） 　手帳又は受給者証等の交付を受けている難病患者等
（5） 　戦傷病者手帳の交付を受けている方で、障がいの程度が恩給法別表第1号表ノ2の特別項症から第6項症まで又は同法別表第1号表ノ3の第1款症に該当する方
別記　3　申込者本人が配偶者（内縁を及び婚約者を含む）のいない方で、同居親族が20歳未満（申込日時点）の子どものみで、現に子どもを扶養している方（別居、調定中の方は該当しません）
別記　4　同居親族に18歳未満（申込日時点）の子どもがおり、現に子どもを扶養している方
別記　5　申込者本人が39歳以下（申込日時点）であり、同居親族が39歳以下（申込日時点）の配偶者（内縁および婚約者を含む）だけの方
別記　6　申込者本人が生活保護法第6条第1項の被保護者の方
別記　7　（原爆被爆者）申込者本人が原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成6年法律第117号）第2条の規定により被爆者健康手帳の交付を受けて所持している方
 （永住帰国者）申込者本人が新たに海外から引き揚げた方で、知事の指定を受けた方（日本上陸後5年以内の方で、引揚証明書の交付を受けている引揚者）
別記　8　平成23年3月11日時点で福島中通り及び浜通り（避難指示地域を除く）に居住していた方
別記　9　申込者本人がハンセン病療養所入所等に対する補償金の支給等に関する法律（平成13年法律第63号）第2条に規定するハンセン病療養所に入所していた方
別記10　申込者本人が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成13年法律第31号）に規定する被害者等で、次のいずれかに該当する方
ア　女性相談支援センター等での一時保護又は保護が終了してから5年以内の方
イ　裁判所がした保護命令を申し立てた方で、命令が出されてから5年以内の方
ウ　母子生活支援施設での保護が終了してから5年以内の方
エ　女性相談支援センター等から「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」が発行されている方
オ　配偶者暴力対応機関等において、配偶者からの暴力を理由に避難していることを申し出たことを確認されている方
（注）加害者であった配偶者との同居は認められません。
別記11　申込者本人又は同居親族の1人以上が、犯罪被害者基本法（平成16年法律第161号）第2条に規定する犯罪被害者等で、次のいずれかに該当し、被害を被ったことが警察等で確認できる方（犯罪被害を被ってから5年以内）
（1） 　犯罪等の影響により収入が著しく減少し、現在居住している住宅に居住し続けることが困難と認められる方
（2） 　現在居住している住宅又はその付近において犯罪等が行われたことによって、当該住宅に居住し続けることが困難と認められる方
別記12　連続して5回以上、同一世帯同一名義で県営住宅に入居申し込みをし、入居することができていない方
ただし、自己の責めに帰すべき理由により入居できない方を除く
